平成24年第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会会議録
１　平成24年３月13日午前10時30分、第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君
第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君
　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君
　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
　　　　病院事務長　川村　文雄君
　　　　

平成24年第１回奥多摩町議会定例会
予算特別委員会議事日程[第１日]
平成２４年 ３月１３日
午前10時30分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	委員長開会・開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	――
	町長あいさつ
	――

	４
	議案第19号
	平成24年度奥多摩町一般会計予算
	

	５
	議案第20号
	平成24年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	

	６
	議案第21号
	平成24年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	

	７
	議案第22号
	平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	

	８
	議案第23号
	平成24年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	

	９
	議案第24号
	平成24年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	

	10
	議案第25号
	平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	

	11
	議案第26号
	平成24年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後２時40分　散会）
　午前10時30分　開会・開議

○委員長（師岡　伸公君）　これより予算特別委員会を開会・開議いたします。

　本日の出席委員は、11名です。

　本特別委員会の会期及び日程につきましては、本定例会の会議予定表のとおり進めたいと思います。

　平成24年度、新年度の大切な予算審議であります。委員会条例並びに会議規則の規定に基づき、合理的かつ能率的な審査ができますよう、委員並びに説明者各位のご協力を切にお願い申し上げます。

　なお、本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

　次に、本特別委員会の開会にあたり町長よりあいさつがあります。河村町長。

○町長（河村　文夫君）　おはようございます。

　平成24年度の一般会計59億円、前年に比べて１億4,200万円の増、2.5％の増でございますけれども、一般会計を始め全町の８会計につきまして、決算特別委員会を設け審査をきょうからお願いをいたしております。

　特に、この予算関係でございますけれども、議会の初日にもお話し申し上げましたけれども、町の運営について、いかにしていくか。それには財源の確保が急務であり、全４年間にわたりまして一般会計の起債をせず、積立金を約14億円ほど行ってまいりました。その結果、起債あるいは下水道債を返済する額、地方交付税に算入する額を引きますと、約９億円ほどの黒字になりました。しかし、この町を、今後、運営するに当たりましては、行財政の確立が、私は根本的に必要であるという考えのもとに町政運営を行なってまいりました。

　と同時に、まだ第４期長期総合計画、これが住民皆様からいただいた意見に基づき、議会の議決をいただき決定した町の基本的な指針であります。その指針をいかに効率的に、また、住民皆様の要望に応えていくかということで、毎年度毎年度、予算の中で審議をお願いしてまいりました。

　本平成24年度の一般会計を始めとする各予算につきましても、これから副町長を始め各課長から説明をさせていただきますけれども、根本的な考え方といたしましては、第４期長期総合計画を実行していく、そのための予算を年度間で組んでいるということでございます。

　今回の平成24年度の一般会計予算につきましては、従来から実施してまいりました少子高齢化対策、特に若者定住、少子化対策におきましては、町のいろんな特殊事情をかんがみ、少子化対策につきましては12項目の少子化対策を行なってまいりました。そのような12項目の少子化対策を継続すると同時に、その少子化対策に対するレベルアップ事業についても、今回、ご審議をしていただく予定でございます。

　また、いろいろご議論があるようでございますけれども、奥多摩町が昭和30年に１町２村が合併をし、観光立町を標榜し、ずっと町の活性化を図ってまいりました。当時、観光立町として町のシンボルであった鳩の巣荘が老朽化になりました。昭和35年に建設をした鳩の巣荘、観光荘、あるいは、もう一つの国民宿舎思源荘につきましては、その当時、観光立町を標榜し、モデルとして実行し、そのことによって、いろんな観光人口の多くの交流人口が図られてきたという経緯がございます。当時はまだ民宿もありませんでしたけれども、民宿ができ、という状況でございました。

　以後、国民のライフスタイルの変化に伴い、いろんな意味で宿泊をしていただく人が少なくなってまいりました。そういう点では、交流人口を増やすために、森林セラピー事業の新たな出発等々を含め、この鳩の巣荘の問題につきましては、私は町のシンボルとして改築を実行していきたい、という観点から、もう数年前からでございますけれども、議会におきまして基本的な調査費、あるいは平成23年度におきましては基本計画等の予算を全員の皆様で決定をしていただきました。

　今回の平成24年度の予算につきましては、それらの継続をするための9,900万円にわたる実施設計、あるいは解体工事等の予算を組んでおります。この小さな町が財源の確保をするために、１年では確保できません。したがいまして、過去から現在まで、東京都の皆様方の理解を得ながら財源の確保の見通しがついたということから、３年ほど前から議会の議決をいただきながら予算を執行してまいりました。

　新しく議員になられた皆さんはご承知ないと思いますけれども、それ以外の皆様は、当時からそのことを議会の中で申し、議決をいただき、実行してまいっていることも申し添えておきます。

　また、それ以外の福祉の問題等につきましても、町の特殊事情等を十分勘案しながら、ほかではできない部分についての町単独事業も盛り込まれております。介護保険あるいは国民健康保険等を含めて、町自身が実行できる範囲内の財政支援をしていくという基本的な観点に立ち予算編成をしてまいりました。

　確かにいろんな意味で、いろんなところでいろんな状況が起こっておりますけれども、財源の今回の確保の問題でいきますと、59億円の予算の中で、東京都支出金は41.3％であります。国からいただく地方交付税は22％であります。この国都の財政確保は63％に上がります。皆様からいただく貴重な税収でありますけれども、８億数千万円であります。

　そういうことを勘案しながら、知恵を絞り、行革を実行し、東京都の財政支援を受けながら、ここ８年間、その問題に取り組んでまいりました。そういう点で、継続をして実行するための予算を編成しておりますので、議員皆様方の十分なるご審議を賜り、新たな出発ができますことをお願い申し上げまして、特別委員会に当たりましての冒頭のごあいさつとさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。

○委員長（師岡　伸公君）　以上で町長のあいさつは終わりました。

　これより審査に入ります。

　議題につきましては、去る３月５日開会の平成24年第１回定例町議会第１日に予算特別委員会に審査が付託されました。付託された日程第４　議案第19号　平成24年度奥多摩町一般会計予算、日程第５　議案第20号　平成24年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算、日程第６　議案第21号　平成24年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算、日程第７　議案第22号　平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算、日程第８　議案第23号　平成24年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算、日程第９　議案第24号　平成24年度奥多摩町介護保険特別会計予算、日程第10　議案第25号　平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計予算、日程第11　議案第26号　平成24年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算、以上の８件であります。

　総括的な説明は、本会議におきまして副町長より行われておりますので、本日は各課長より所管の説明を求めます。

　なお、説明される各課長は自席で着席したまま簡潔に、また、特に新規事業や前年度と大きく変わっている点や要点をわかりやすいようにご説明願います。

　初めに、議案第19号　平成24年度奥多摩町一般会計予算の歳入について、まず、住民課長より順次ご説明願います。住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　平成24年度一般会計予算の10ページをお開きください。２歳入、款01町税からご説明いたします。初めに町税全体について説明させていただきます。

　納税義務者と所得の減少があること、３年に一度の評価替えに伴い土地と家屋の評価額が下落したことなどから、町民税と固定資産税の２つの基幹税の税収は減少の見込みでございます。また、税収実績から長期的に引き続き下落傾向が続くものと考えられます。町税全体では平成24年度、前年度比較で2,626万4,000円、3.6％の減額となる８億3,595万円の税収見込みとなっております。

　それでは、各税目別にご説明させていただきます。

　個人の町民税は２億4,227万8,000円を計上し、前年度と比較しますと1,224万8,000円、4.8％減とするものです。現年課税分の普通徴収は5,837万円、対前年度21.6％減、特別徴収は１億6,625万2,000円、1.7％増、年金特徴は1,551万1,000円、7.2％増の見込みです。

　なお、本年度から０歳から18歳までの年少扶養控除と特定扶養控除が廃止となっております。その影響額は約600万円でございます。

　滞納繰越分については214万5,000円計上し、対前年度14万7,000円、7.4％増を見込んでおります。

　法人町民税は2,506万9,000円を見込み、対前年度376万7,000円、17.7％増を見込んでおります。均等割額は1,456万円、対前年度3.9％増、税割額は1,050万8,000円、対前年度44.1％増と見込み計上いたしております。

　滞納繰越分については、科目を設けるため1,000円を計上しております。

　個人と法人の町民税の合計額ですが、２億6,734万7,000円を計上し、前年度と比較しますと848万1,000円、3.1％の減額の見込みとなっております。

　純固定資産税は、交付金を除いた固定資産税ですが、３億3,540万4,000円を、対前年度1,918万2,000円、5.4％減と見込み計上いたしております。土地は１億71万6,000円、1.6％増、家屋は7,996万2,000円、15.0％減、償却資産は１億5,209万2,000円、4.5％減、滞納繰越分については263万4,000円、26.5％増を見込んでおります。

　国有資産等所在市町村交付金及び納付金につきましては、１億6,044万円を計上しております。対前年度127万6,000円、0.8％の減となります。水道局分１億3,121万7,000円、1.7％減、交通局分2,885万4,000円、3.4％増、総務局分、36万9,000円、2.9％減となります。主な減額の理由は償却資産がマイナスとなったためでございます。

　固定資産税については４億9,584万4,000円を計上し、前年度より2,045万8,000円、4.0％減となる見込みでございます。

　軽自動車税ですが1,145万7,000円で、１万6,000円、0.1％減を見込みました。現年度分1,142万9,000円、対前年度0.2％減、滞納繰越分２万8,000円、47.4％増となる見込みでございます。

　11ページをお開きください。町たばこ税ですが、2,462万6,000円、対前年度353万4,000円、16.8％増を見込んでおります。

　鉱産税ですが、446万4,000円、77万2,000円、14.7％減の見込みです。

　入湯税ですが、594万8,000円、対前年度７万1,000円、1.2％減を見込んでいます。施設数は前年度から日帰り２施設減、宿泊施設126万1,000円、日帰り施設468万7,000円の見込みでございます。

　以上で町税について説明を終わります。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地方揮発油譲与税1,032万6,000円、次の自動車重量譲与税2,288万7,000円、次のページの利子割交付金368万8,000円、次の配当割交付金179万8,000円、次の株式等譲渡所得割交付金36万2,000円、次の地方消費税交付金6,610万8,000円、次の自動車取得税交付金2,078万8,000円、次の地方特例交付金1,000万円、次の地方交付税13億円、次の13ページの交通安全対策特別交付金200万円は、いずれも通知によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に分担金及び負担金です。

　民生費負担金2,578万2,000円は、前年度に対しまして121万8,000円の増で、保育料負担金2,298万円は、保育所措置児の年齢構成の変更に伴い保育料保護者負担金が122万8,000円の増となるものです。

　次の児童育成費負担金252万円は、放課後児童健全育成事業費で、氷川・古里それぞれ学童保育の保護者負担金として、前年度と同額を見込むものです。

　過年度負担金は、保育料保護者過年度負担金として26万円を見込むものです。

　社会福祉費負担金２万2,000円は、難病患者等ホームヘルプサービス事業費負担金で、昨年同様に見込むものです。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費負担金でございますが、第68回国民体育大会運営経費負担金として2,100万円を計上させていただきました。

　内容でございますが、歳出で国民体育大会の詳細はご説明させていただきますが、平成25年に国民体育大会の本大会が、平成24年には本大会の検証を兼ねリハーサル大会が開催されることとなっております。町は八王子市、あきる野市、檜原村とともに、自転車のロードレース競技を共同で開催することと決定しており、自転車のトラックレースを開催する立川市を含め、町が自転車競技を開催する５市町村の幹事を仰せつかっております。共同開催いたします市町村の会議で、費用の支払い、支出方法を検討し、ロードレース競技につきましては、幹事である町が競技に要する費用を一括して負担し、その費用から競技会運営に対する東京都の補助金を控除した残額を、負担割合に応じて負担金として八王子市、あきる野市、檜原村から町に納入することとなっており、この負担金として計上したのは、３市村からのリハーサル大会への負担金となります。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　14ページをごらんください。款の12使用料及び手数料でございます。

　民生使用料120万8,000円は、福祉施設使用料で、高齢者在宅サービスセンターと白丸デイサービスセンターの施設使用料として、それぞれ昨年同様に見込むものです。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に農林水産業使用料でございますが、1,100万7,000円を計上するもので、簡易給水施設使用料につきましては、給水戸数の減少により３万1,000円減の107万7,000円を、農林水産施設使用料につきましては、減免期間の終了や免除割合の変更により120万2,000円増の993万円を計上するものです。

　次の商工使用料でございますが、3,904万9,000円を計上するもので、免除期間の終了や免除割合の変更により、前年度比113万4,000円の増額となります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木使用料70万3,000円の増の3,268万5,000円につきましては、住宅使用料の増を見込むもので、道路・河川使用料につきましては昨年同様の計上です。

○教育課長（井上　永一君）　次に教育使用料でございますが、前年度比1,000円の減額となっております。使用料につきましては16ページの文化会館使用料まで、実績により計上しております。

○住民課長（浜野　武雄君）　手数料に入ります。

　総務手数料373万3,000円は、前年度実績を勘案して計上しております。

　17ページをお開きください。衛生手数料1,525万5,000円、これも前年度実績により計上しております。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　国庫支出金でございます。

　民生費国庫負担金１億376万7,000円は、前年度に比べ954万1,000円の減で、社会福祉費負担金のうち国民健康保険保険基盤安定繰出負担金は、保険者支援分として国保会計へ繰り入れる額の２分の１を見込み、２行下の障害者自立支援給付費負担金3,806万8,000円、及び次の障害者自立支援医療給付費負担金も、それぞれ給付費の２分の１を見込むものです。

　次の児童福祉費負担金では、18ページをごらんいただき、保育所措置費負担金2,213万9,000円は、所要額の２分の１を見込むものです。

　次の子ども手当費負担金3,846万4,000円は、子どものための手当支給について所要額の国庫負担分をそれぞれ区分別に見込むものです。

　次に国庫補助金です。

　民生費国庫補助金481万8,000円は、前年度に比べ390万6,000円の減で、社会福祉費補助金は、難病患者等ホームヘルプサービス事業補助金、次の障害程度区分認定等事業費補助金は昨年同様に見込み、次の障害者地域生活支援事業補助金は、事業に要する費用の２分の１を見込むものです。

　次の児童福祉費補助金200万6,000円は、子育て支援交付金として、主にファミリー・サポート・センター事業費の所要額の２分の１を見込むものです。

　19ページをお開きください。次の衛生費国庫補助金62万円は、女性特有のがん検診推進事業費で、例年どおり見込むものです。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に土木費国庫補助金1,000円につきましては、窓開けの予算計上でございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に教育費国庫補助金でございますが、前年度比７万3,000円の減となっております。小学校費、次の中学校費補助金のうち理科教育設備整備費等補助金、中学校費補助金のうち要保護児童生徒援助費補助金につきましては、前年度と同様に計上いたしましたが、前年度予算計上しておりました特別支援教育就学奨励費補助金が、対象となる児童生徒がないため減額となっております。

○住民課長（浜野　武雄君）　国庫委託金に入ります。

　総務費委託金２万9,000円、前年度実績により計上いたしております。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次の民生費委託金199万5,000円は児童福祉費委託金で、特別児童扶養手当の事務費、次の子ども手当事務費交付金は、それぞれ対象世帯数に対する基準額を見込むものです。

○住民課長（浜野　武雄君）　国民年金費委託金190万3,000円は、前年度に比べ11万1,000円の減でございます。これも前年度実績で計上しております。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、款14都支出金です。

　民生費都負担金9,675万8,000円は、前年度に比べ165万2,000円の減で、社会福祉費負担金の主なものでは、行旅死亡人取扱費負担金、５体分で81万8,000円、国民健康保険保険基盤安定繰出負担金が966万6,000円、後期高齢者医療保険基盤安定繰出負担金1,775万7,000円、在宅心身障害者福祉手当負担金2,060万8,000円、障害者自立支援給付費負担金1,903万4,000円。21ページをお開きいただき、障害者医療費負担金180万円、地域自殺対策緊急強化基盤事業負担金35万9,000円と、それぞれの負担率で見込むものです。

　次の児童福祉費負担金2,643万3,000円は、保育所措置費負担金1,106万9,000円、次の児童育成手当費負担金は909万6,000円、次の子ども手当費負担金626万8,000円は、それぞれ対象児童数の積算により見込むものです。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、土木費都負担金1,449万1,000円の計上は、対前年比959万3,000円の減につきましては、昨年の大震災の影響で面積の減による計上をしております。予定としましては、丹三郎地区の調査ということで計上しております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の総務費都補助金のうち市町村総合交付金14億円は、前年度に比較して２億円増を見込んでおります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の総務管理費補助金300万円につきましては、交通安全施設の整備事業費補助金で、小丹波地区の防護柵設置工事の予定で、補助率３分の１でございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の公共施設調整交付金１億5,941万7,000円は、水道局からの交付金で、小河内浄化センター分と覚書分です。

　次の伐木事業補填収入844万7,000円は、都水道局からの交付金でございます。

　次の電源立地地域対策交付金811万4,000円は、発電施設のある自治体に交付される交付金でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次の民生費都補助金１億3,162万7,000円は、昨年に対し645万4,000円の増を見込むもので、社会福祉費補助金5,432万6,000円は、地域福祉推進包括補助事業補助金として、ボランティア活動助成事業と社会福祉協議会運営費補助金、次の低所得者・離職者対策事業は、例年同様に見込み、次の成年後見制度利用支援事業補助金は、新たに権利擁護推進機関を設置するための事業に要する補助金を見込むものです。

　次の福祉サービス第三者評価事業補助金、次の高齢者外出支援サービス事業、23ページをお開きいただき、福祉モノレール等整備事業補助金は例年どおり見込むもので、次の人にやさしい道づくり整備事業補助金は、各自治会からのご要望が多いことから、事業費を200万円増額して700万円とし、補助率２分の１で見込むものです。

　次の高齢社会対策包括補助事業補助金1,006万7,000円は、説明欄の高齢者外出支援サービス事業補助金を始め、それぞれの事業に充当する補助金を見込んでおりますが、特徴的な事業を申し上げますと、高齢者外出支援サービス事業では、昨年から開始した歯科診療機関への送迎に要する費用に対する補助金分も見込み、緊急医療情報キット支給事業では、希望する65歳以上の独居高齢者に加え、高齢者のみの世帯も新たに対象として同キットをお配りする事業に充当する補助金を見込むものです。

　次のシルバー人材センター補助金1,030万8,000円は、人件費等の所要額を見込むものです。

　24ページをごらんください。老人クラブ助成事業補助金70万6,000円、次のシルバー交番設置事業補助金568万6,000円も、昨年同様に見込むものです。

　次の障害者施策推進包括補助事業補助金738万5,000円は、説明欄の奥多摩の福祉の冊子作成事業、以下、障害者地域活動支援センター機能強化単独事業まで、それぞれの事業に充当する補助金を見込むものです。

　また、次の心身障害者福祉費の身体・知的障害者相談員活動費から、25ページの中ほどの高次脳機能障害者支援促進事業補助金まで、それぞれの事業に充当する補助金を見込むものです。

　次の児童福祉費補助金7,730万1,000円は、ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業補助金から、26ページの子ども家庭支援包括補助事業まで、それぞれ説明欄の事業に充当する補助金を例年同様に見込むものでございますが、主な事業では、保育所措置費では子育て推進交付金が5,008万1,000円、次の放課後児童健全育成事業費で、学童保育の運営補助金291万8,000円、26ページの子ども家庭支援センター事業費補助金1,245万円などです。

　次の衛生費都補助金1,930万8,000円は、医療保健政策包括補助事業補助金で、説明欄の難病医療相談事業補助金から27ページの中ほど、妊婦健康診査事業補助金までは、例年の実績により、それぞれ事業に充当する補助金を見込むものです。

　次の子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業補助金182万3,000円は、実施２年目であることから、本年は中学１年生を対象に実施するものです。

　次の区市町村食育推進活動支援事業費補助金は、新たに食育推進計画策定に伴う所要額の２分の１を見込むものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　環境衛生費補助金1,000円は、犬ねこ等公示事務費でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に、農林水産業費都補助金でございますが、１億2,801万8,000円を計上するもので、節の農業費補助金につきましては、28ページの上段の農山漁村活性化プロジェクト支援交付金によりまして、体験農園の滞在型農園３区画を増やすためなどで、前年度比1,509万6,000円の増額となります。

　節の林業費補助金の松くい虫駆除対策事業費とシカ被害対策事業費につきましては、シカ被害跡地の対象区域の減少により、前年度比145万3,000円の減額となります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に都補助林道開設事業で10分の10の補助率で、都補助林道改良事業につきましては10分の７で、３路線を予定しております。歳出では125ページで計上しております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の商工費都補助金でございますが、734万5,000円を計上するもので、前年対比8,948万円の減額となります。これは節の観光費補助金では、もえぎの湯に設置しました木質バイオマスボイラー建設に係る補助金の減額によるものです。

　29ページをお願いします。節の商工費補助金でございますが、補助対象基準額の関係で、中元大売出しの補助割合が２分の１に上がったため、節としては前年対比32万6,000円の増額となります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費都補助金、対前年比1,821万9,000円の減の１億1,455万2,000円の計上で、説明欄にございます７路線の２分の１の補助事業と、２路線の３分の１の補助事業で、歳出では139ページで計上しております。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費都補助金でございますが、前年度比4,785万円の増額となっております。

　教育総務費補助金、中学校費補助金、社会教育費補助金につきましては実績により、小学校費補助金の500万円は、古里小学校で整備を予定しております校庭芝生化事業の補助金として、公立学校運動場芝生化事業補助金を補助率２分の１で見込み、次の30ページの保健体育費補助金4,296万円につきましては、国民体育大会リハーサル大会の実施に伴う競技施設の整備、競技普及啓発、大会運営経費に対する補助金を計上させていただいております。

○住民課長（浜野　武雄君）　都委託金に移ります。

　総務費委託金890万5,000円、前年度比832万9,000円の減でございます。

　徴税費委託金849万6,000円、戸籍住民基本台帳費委託金７万2,000円でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　統計調査費委託金は31万4,000円の計上で、説明欄にあります５つの調査の委託金になります。

○住民課長（浜野　武雄君）　31ページをお開きください。総務管理費委託金２万3,000円、前年度比240万円の減額は、人権啓発活動地域ネットワーク事業終了によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　民生費委託金42万8,000円は社会福祉費委託金で、身体障害者等無料乗車券発行事務費、以下、知事の権限に属する事務の市町村処理に伴う事務費交付金まで、それぞれの説明欄の事業に要する事務費の委託金で、前年同様に見込むものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農林水産業費委託金につきましては、都民の森管理運営に関する委託金として、前年同額の6,423万7,000円を計上するものです。

　次の商工費委託金につきましては、山のふるさと村管理運営費と河川等清掃委託金として１億4,108万5,000円を計上するもので、河川等清掃委託金を前年契約額で計上するため、前年度比で99万4,000円の減額となります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、土木費委託金1,867万2,000円につきましては、奥多摩周遊道路管理事務費を見込んだものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に教育費委託金でございますが、前年度比144万2,000円の増額となっております。これは教育総務費委託金のうち、平成23年度では補正予算で対応させていただきました言語能力向上推進事業委託金を計上したことが主な増額理由でございます。

　なお、この事業の内容につきましては、歳出の153ページでご説明をさせていただきます。

　また、社会教育費委託金のうち、水と緑のふれあい館管理運営委託金につきましては前年度と同様に、水と緑のふれあい館の管理運営に要する経費につきまして、東京都との協定により、都からの委託金を計上させていただいております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財産貸付収入3,785万9,000円は、説明欄にあります貸地料、貸家料、物品貸付料等でございます。

　次の33ページをお開きください。利子及び配当金36万3,000円は、説明欄にあります積立基金利子を計上しております。

　次のページの不動産売払収入1,000円は、科目措置でございます。

　次の一般寄付金10万円、次の指定寄付金130万円は、見込額を計上しております。

　次の繰入金のうち介護保険特別会計繰入金2,000円、次の後期高齢者医療特別会計繰入金50万円は、科目措置でございます。

　次の財政調整基金繰入金1,600万円は、財政調整によるものでございます。

　次の公共施設整備基金繰入金１億3,500万円、次のページの教育文化振興基金繰入金240万円、次の減債基金繰入金5,000万円、次の観光施設等整備基金繰入金3,500万円は、それぞれ説明欄に記載の事業に基金を充当するものでございます。

　次の繰越金3,000万円は、前年度の繰越金の見込額を計上したものです。

　次の延滞金20万1,000円、次の町預金利子５万9,000円は、それぞれ見込額を計上しております。

　次のページの民生費貸付金元利収入199万円は、平成19年台風９号並びに平成23年台風12号による災害貸付金の償還金でございます。

　次の森林再生事業受託収入１億9,575万6,000円、次の巨樹・巨木林調査データ整備受託収入55万円、次の花粉症発生源対策事業受託収入１億5,654万8,000円、次の農作物有害鳥獣対策受託収入900万円は、東京都並びに巨樹・巨木の会からの受託収入でございます。

　次の弁償金4,000円は、科目措置でございます。

　次の実費徴収金2,637万4,000円は、37ページ、38ページにかけて説明欄に記載の施設の電気料、保険料、借地料等の実費徴収金を計上しております。

　39ページをごらんください。過年度収入3,000円は、科目措置でございます。

　次の市町村振興宝くじ収益配分金1,300万円は、見込額を計上しております。

　次の東京市町村自治調査会助成金250万円は、説明欄に記載の事業を行うものでございます。

　次のスポーツ振興くじ助成金4,920万円は、サッカーくじ、通称ＴｏＴｏといいますけれども、この助成金によりまして、登計原の総合運動場を整備するものでございます。

　次の雑入561万1,000円は、説明欄に記載の事業収入を見込んだものでございます。

　次のページの臨時財政対策債１億8,000万円は、地方交付税の不足分を借り受けるもので、全額が次年度以降の地方交付税に算入されるものでございます。

　以上で、歳入の説明を終わります。

○委員長（師岡　伸公君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（師岡　伸公君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時30分から再開といたします。

午前11時16分　休憩

午前11時28分　再開
○委員長（師岡　伸公君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　休憩前に歳入の説明を終わりました。

　次に、歳出の説明について、まず給与費について、総務課長よりご説明願います。総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　41ページから歳出に入りますが、その前に人件費について総括的に説明させていただきます。

　187ページの給与費明細書をごらんください。187ページ、給与費明細書でございます。

　初めに、特別職になります。本年度の欄ですが、長等は、町長、副町長の２人で、給与費のうち給料は1,609万2,000円、期末手当は657万9,000円、地域手当128万8,000円、退職手当負担金473万5,000円、１つ空けまして共済費429万2,000円、合計3,298万6,000円でございます。

　議員は12人で、報酬4,452万円、１つ空けまして期末手当1,109万3,000円、３つ空けまして共済費2,405万4,000円、合計7,966万7,000円でございます。

　その他は741人で、報酬4,234万9,000円、合計額も同額でございます。

　計で、職員数755人、報酬8,686万9,000円、給料1,609万2,000円、期末手当1,767万2,000円、地域手当128万8,000円、退職手当負担金473万5,000円、１つ空けまして共済費2,834万6,000円、合計１億5,500万2,000円でございます。

　下段の比較の欄ですが、長等は給与費の増減はありません。共済費13万6,000円の増は、長期の事業主負担金率の改定によるものです。

　議員は定数減により２人の減。これに伴い報酬480万円の減、期末手当218万4,000円の減でございます。共済費は、地方議会年金制度廃止に伴う公費負担金率が「100分の88.5」から「100分の57.6」に引き下げられたため1,906万4,000円の減、合計2,604万8,000円の減でございます。

　その他の報酬185万4,000円の増は、介護保険認定審査会報酬を見込んだものでございます。

　次ページをお願いします。一般職となります。

　本年度の欄でございますが、職員数88人、１つ空けまして、給料３億5,164万5,000円、職員手当２億9,717万2,000円、１つ空けまして共済費１億1,347万1,000円、合計７億6,228万8,000円でございます。

　３行目、比較の欄ですが、職員数の６名増は、介護保険にかかわる職員、東京都水道局への派遣職員を一般会計で計上したための増で、これに伴い給与費の給料2,343万円の増の主な理由となっております。職員手当の712万1,000円の減は、退職手当負担金の率が引き下げられたことが主な理由、共済費の1,096万9,000円の増は、長期の事業主負担金率の改定によるものです。

　次に、職員手当の欄の内訳ですが、３行目比較の欄で扶養手当64万8,000円の増、地域手当192万2,000円の増、住居手当51万円の増は、職員数の増によるものです。管理職手当81万8,000円の減、超過勤務手当194万7,000円の減は人事異動による減、通勤手当の７万9,000円の減は人事異動によるもの、特殊勤務手当25万2,000円の減は変則勤務手当の廃止に伴う減、期末勤勉手当979万3,000円は職員増によるもの、退職手当組合負担金1,717万6,000円の減は、負担金率が「1,000分の260」から「1,000分の200」に軽減されたことによる減となります。子ども手当12万円の増は、支給額の見直しによる増となります。

　189ページから194ページまでは付属資料となりますのでご参照ください。

　以上で、給与費明細書の説明を終わります。予算書の41ページにお戻りください。

○議会事務局長（大野　　尚君）　それでは、歳出となります。

　議会事務局費の前年度比24万3,000円の減は、職員手当等が主なものでございます。

　42ページの議会運営費の前年度比2,608万6,000円の減は、節04の共済費が主なもので、これは地方議会議員年金制度の廃止に伴う総務省の方針に基づき措置したもので、前年度比1,906万4,000円の減の2,405万4,000円、そのほか議員定数削減による議員歳費の減によるものでございます。

　また、13委託料と14使用料及び賃借料の節でございますが、説明欄で会議録編集システム導入による速記委託料の減額、それとほぼ同程度のシステム賃借料の増額を見込んでございます。会議録編集システムは単年度レンタルとなり、平成24年第２回及び第３回定例会で結果を見て、平成25年度は長期賃貸借、あるいは買い上げ、あるいは契約解除の方向で検討してまいります。

議会費は以上でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　43ページをお開きください。款02総務費に入ります。

　項01総務管理費の目一般管理費の総額は、２億8,155万1,000円の計上で、対前年比3,510万3,000円の増額で、14.2％の伸びとなっております。

　44ページ、節の一般管理費では２億4,183万6,000円の計上で、対前年比2,522万5,000円の増となります。これは特別職２名、職員は前年比２名増の18名の人件費が主なものです。また、報酬では自治員報酬、副自治員報酬、報酬審議会委員の報酬を見込んでおります。

　次ページをお願いします。賃金では７名分を計上いたしましたが、育休代替臨時職員３名分を計上したため、前年度比254万2,000円の増額計上となります。

　旅費は漸減、公債費は増減なし、需要費は対前年比70万9,000円の減、役務費は対前年比11万8,000円の減。いずれも前年度の功労者表彰式の経費の皆減となります。

　委託料は、職員健診の委託料単価の引き上げによる増分を計上いたしております。

　使用料及び賃借料は12万6,000円の減で、表彰式経費分の減となります。

　備品購入費は増減なし。次ページ、負担金補助及び交付金は、西多摩郡町村会の負担金の引き下げにより漸減となります。

　続きまして、職員研修費は246万3,000円の計上で、市町村職員研修所の負担金が主なもので、本年度は延べ人数で123名分を予定しております。

　次の職員福利厚生費は64万円の計上で、職員互助組合交付金となります。

　庁舎管理費は3,602万8,000円の計上で、庁舎の維持管理経費の計上となります。

　47ページをお願いします。委託料ではシルバー人材センターの事務費が５％から７％となった関係で、若干漸増をしております。

　委託料及び賃借料では、芳香器等の使用料を新たに計上させていただきました。

　工事請負費では、庁舎エレベーターのリニューアル工事及び電算室サーバー用空調機設置工事を計上するものです。エレベーターの耐用年数は25年とされておりますが、庁舎のエレベーターは27年を経過しており、部品調達が困難となっており、計画に基づきリニューアルするものです。また、電算室のサーバー用空調機は、老朽化により突然停止するということが多くなったため、情報機器の維持管理のため更新するものでございます。

　続きまして、災害対策用の職員住宅管理費は、58万4,000円を計上するもので、災害対策の職員住宅の維持管理費となります。

　需用費では消耗品費、光熱水費、修繕費を、役務費では浄化槽の汲取料、浄化槽の法定点検手数料、建物災害共済保険料、委託料では浄化槽の保守点検委託料、消防設備の保守点検委託料の計上となります。

　48ページ、文書管理費に入ります。文書管理費は1,368万2,000円を計上し、対前年度比12万円の増額となりますが、役務費の郵券代を増額したほか、昨年同額で、経常経費の計上となります。

　49ページをお願いします。広報費は住民に対する行政情報の提供と町政に対する要望意見を聴取し、町政に反映させるための広報広聴経費を計上いたします。本年度の広報費は1,153万7,000円の計上で、対前年比91万9,000円の増額となります。

　需用費の印刷製本費で、広報おくたまの毎月のページ数が増加していること、また、カラー印刷を増やすための増額計上となります。

　以上で広報費の説明を終わります。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財政管理費328万9,000円は、消耗品と委託料を計上しております。

　次の50ページの会計管理費108万6,000円は、説明欄にございます必要経費を計上しております。

　次の財産管理費2,753万2,000円は、11の事業費から次のページの14使用料及び賃借料までは経常的な経費を計上し、15の工事請負費では、鳩ノ巣駅前にある八角ログハウスの解体、長畑住宅１棟の解体を行い、17の公有財産購入費400万円は、都教育庁が所有する長畑教職員住宅を購入するものでございます。

　51ページの企画費１億4,895万5,000円は、11の需要費では消耗品と食糧費を計上し、19負担金・補助及び交付金では、各種団体への負担金等を計上しております。

　なお、最下段にあります水道一元化に伴う１億円の負担金は、平成22年度からの３カ年で３億円を負担するもので、今年度で終了いたします。

　次の企画事業費33万9,000円は、行政改革推進委員会委員の報酬及び需用費となります。

○総務課長（原島　　肇君）　続きまして電子計算費は4,245万9,000円の計上で、対前年比2,296万5,000円の減額となります。４町村共同利用の住民情報系システムが昨年の10月より本格稼働し、おおむね順調に推移しております。本年度は法改正対応として一部改修費が発生するため、必要経費を計上いたします。

　電子計算管理費は3,375万3,000円の計上で、電子計算システムの維持管理費の計上となります。

　次ページをお願いします。委託料は、住民情報系システム委託料が共同運営のスケールメリットにより激減いたしました。本年度はコンサルタント進捗管理委託料、また、アウトソーシングに関する４団体共同の委託料を計上しております。

　続きまして電子計算開発費は870万6,000円の計上で、住民情報系、内部情報系システム構築費の皆減となったため、前年比1,841万8,000円の減となりました。新たに住民情報システム改修、これは住民税法の改正、住民基本システム改正に対応するものです。

　また、乳幼児・子供医療費助成システム導入作業費を計上しております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地域振興費のうち、コミュニティ施設管理費245万2,000円は、地域集会施設の建物災害保険料及び軽微な補修に対する補修費を自治会に補助するものでございます。

　次のコミュニティ施設整備事業費300万円は、町道白丸丸の内線の新設に伴い、現生活館が支障になることから、別の場所に生活館を建設するための設計委託料でございます。

　次の地域振興対策事業費334万8,000円は、身近なまちづくり推進事業の関連費用でございます。

　次の基金運用費のうち財政調整基金費1,505万8,000円、次の減債基金費6,018万5,000円、次の公共施設整備基金費2,818万7,000円は、それぞれ基金積み立てでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　55ページをお願いいたします。車両費に入ります。

　車両管理費は1,202万4,000円の計上で、庁用車両の維持管理経費となります。現有庁用自動車の適正な維持管理と、年次計画に基づき老朽化等による危険車両の更新を行う経費の計上となります。平成24年３月現在で、庁用車両は全体で67台を保有しておりますが、うち17台につきましては消防車両でございます。残りの50台をこの目で管理するわけですが、うち24台が軽自動車となっております。更新基準は、普通車が今まで９年または10万キロだったものを13年または15万キロと、軽自動車につきましては８年８万キロだったものを12年または13万キロとして管理をする予定でございます。

　続きまして、次ページ、56ページをごらんください。交通安全対策費は、総額では1,184万2,000円の計上で、対前年比5,061万6,000円の減となります。

　まず、交通安全対策費は114万2,000円の計上で、需要費の消耗品は、新入学児童の帽子、ランドセルカバー30名分を、負担金・補助及び交付金は、交通災害共済加入者補助金等の計上、青梅交通安全協会の補助金をそれぞれ計上したものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の交通安全施設等整備事業費1,070万円の計上、対前年比5,060万円の減につきましては、日向人道橋が完成の見込みにより減になります。説明欄にあります小丹波の入川大蔵線の防護柵、並びに道路反射鏡の設置を予定しております。

○総務課長（原島　　肇君）　続きまして、防犯対策費は総額で405万9,000円の計上です。

　まず、防犯対策費は357万円の計上で、次ページになりますが、負担金・補助及び交付金で、現在、1,408灯ございます防犯灯の電気料、自治会への補助金が主なものとなります。また、青梅防犯協会補助金を計上しておりますが、青梅防犯協会は住民の防犯意識の普及高揚を図り、犯罪防止、犯罪捜査の協力、青少年の非行、事故防止を図るため、関係機関と連携し、事業を実施することを目的に運動をしておりますが、青梅市自治会連合会長並びに奥多摩町自治会連合会長が、副会長として役員を行っております。

　続きまして、防犯施設整備費は48万9,000円の計上で、防犯灯整備工事費が主なものとなります。

○住民課長（浜野　武雄君）　14諸費、町税過年度還付金90万円、その他歳入過年度還付金５万円、前年度と同額でございます。

　次に、人権行政相談費34万5,000円、前年度と同様でございます。

　次のページの地域ネットワーク協議会事業費は、廃目でございます。

　続きまして徴税費、税務総務費5,063万3,000円、対前年度比144万1,000円の減は、職員６名分の手当等の減が主な理由でございます。

　59ページをお開きください。中段から下の賦課徴収費255万6,000円、対前年度98万2,000円の増でございます。前年度、印刷製本費が電算係の予算であったものを振り替えたもので、主に印刷製本費の増によるものでございます。

　次のページをごらんください。戸籍住民基本台帳費2,539万5,000円、前年度比30万7,000円の減は、職員３名分の職員手当ほかの減によるものでございます。その他前年同様でございます。

　61ページをお開きください。負担金・補助及び交付金は、今年度、都外国人登録事務協議会負担金が皆減となっておりまして、廃目となっております。

　18の備品購入費、新たにここに5,000円で戸籍用図書の購入予算を設けさせていただきました。

○総務課長（原島　　肇君）　続きまして選挙管理委員会費になります。選挙管理委員会費は900万1,000円の計上で、選挙管理委員会の運営経費で、主に人件費でございます。

　次のページをお願いいたします。中段中ほどでございます。選挙啓発費は12万1,000円の計上で、明るい選挙推進委員の活動経費となります。

　東京都知事選挙費及び町議会議員選挙費は廃目となります。

　次のページ、63ページをお願いいたします。町長選挙費となります。823万3,000円の計上で、平成24年５月23日任期満了となります奥多摩町長選挙の執行経費となります。町議会議員選挙同様、当日の投票時間を２時間繰り上げ、午前７時から午後６時までとして執行をいたします。

　次のページをお願いします。農業委員会委員選挙費となります。68万円の計上で、平成24年11月30日任期満了となります農業委員会委員選挙の執行経費となります。

　次ページをお願いします。項05統計調査費です。02指定統計費は30万円の計上となりますが、経済センサス調査費は、調査管理のみ。住宅・土地統計調査費は、単位区設定業務指導員１名分、就業構造基本調査費及び工業統計調査費は、調査員それぞれ１名の経費となります。

　以上で統計費の説明を終わります。

○議会事務局長（大野　　尚君）　66ページの監査委員費でございますが、前年度比19万8,000円の減は、職員手当等が主なもので、そのほかにつきましては前年とほぼ同様の内容でございます。

○委員長（師岡　伸公君）　お諮りいたします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（師岡　伸公君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時55分　休憩

午後 １時00分　再開
○委員長（師岡　伸公君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　議案第19号、67ページ、歳出の民生費から説明をお願いいたします。福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　民生費となります。

　社会福祉総務費1,495万3,000円は、職員２名分の人件費等の所要額を見込むものです。

　68ページをお開きください。次の社会福祉委員費、次の民生委員推薦会費、次の民生・児童委員協力員事業費は、いずれも民生委員活動に伴う所要経費で、例年どおり見込むものです。

　69ページをお開きください。次の行旅死亡人取扱費90万7,000円も、例年どおり５体分の処置費用を見込んでおります。

○住民課長（浜野　武雄君）　保護司活動費47万9,000円は、保護司６名から７名となったため、5,000円を増額しております。内容については前年同様でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　社会福祉協議会補助事業費2,564万円は、ボランティア活動等社会福祉協議会の各種活動に要する補助金を見込むものです。

　次の年末援助費、70ページの救難緊急措置費は例年と同様に見込んでおります。

　次の社会福祉基金費100万3,000円は、寄付金積立を見込むものです。

　次の災害救済資金貸付事業費は、貸付金の窓開け措置で、次の国民健康保険事業費１億1,539万4,000円は、前年に比べ3,280万9,000円減額するもので、職員４名分の人件費を始め事業運営のための繰出金を見込むもので、改めて国民健康保険特別会計でご説明をいたします。

　71ページをお開きください。次の福祉集会所維持管理費21万6,000円は、棚沢福祉集会所の管理委託料で、下水道接続による減を見込むものです。

　次の成年後見制度利用支援事業費216万7,000円は、介護保険制度の開始により、認知症高齢者など判断能力が不十分な方の本人の財産、身の上を守る後見人を設置する制度で、新たにこの制度の利用促進を図るため権利擁護機関を設置するもので、報酬から負担金・補助及び交付金までそれぞれ所要額を見込むものです。

　72ページをごらんください。次の福祉サービス第三者評価事業費30万円は、認知症高齢者グループホームに対する第三者評価受診費の補助金を前年同様に見込むものです。

　次の低所得者・離職者対策事業費300万円は、平成23年度から３カ年の継続事業として、低所得家庭における子弟の塾代と受験料の貸し付けを行う事業委託料で、合格すると返済が免除されるもので、社会福祉協議会に委託し実施するものです。

　次の地域保健福祉計画策定事業費346万6,000円は、新たな事業で、平成24年度に現行の５カ年計画が満了することに伴い、新たに平成25年度から５カ年の計画策定に要する費用を見込むものです。

　次の老人福祉費３億7,706万3,000円は、前年に比べ2,469万3,000円の増とするもので、内容は、73ページをお開きいただき、01高齢者福祉地域支援事業から、78ページの下、老人保健事業費まで24の事業がございますが、主なものを申し上げますと、73ページ、01高齢者福祉地域支援事業費226万6,000円は、救急医療情報キット支給事業を高齢者のみの世帯まで拡大したことに伴い、シルバー人材センターへ希望する世帯への配付委託料と、紙おむつ給付費を見込むものです。

　次に、１つ飛ばし03高齢者見守り相談事業費1,137万2,000円は、平成23年度から新たに実施した事業で、対象は65歳以上のひとり暮らし、または夫婦のみの高齢者世帯であって、日常生活を営む上で常時注意をする人を対象に、緊急の事態に陥った際、速やかに救護が行えるよう緊急通報システム、火災通報システム、生活リズムセンサーを設置し見守りを行うもので、それぞれ事業に要する委託料見込むものです。

　次の04高齢者緊急通報システム事業費347万9,000円は、65歳以上の高齢者のみの世帯であって、常時注意を要する方を対象とするもので、所要額を見込むものです。

　74ページ、05高齢者火災安全システム事業費から09老人性白内障特殊眼鏡等費用助成事業費も例年実施している内容で、それぞれ高齢者への各種福祉支援事業を実績ににより見込むです。

　10高齢者外出支援サービス事業費932万5,000円は、自ら通院が困難な高齢者を対象に毎週月曜日から金曜日までの町内４医療機関と、平成23年度からは歯科医院への通院を加え、送迎を行なっている事業で、社会福祉協議会への委託料を見込むものです。

　75ページをお開きください。次の11シルバー人材センター補助事業費2,085万4,000円は、事業運営に係る人件費及び管理費を見込むものです。

　次の老人クラブ運営費補助事業費は、15の単位老人会と連合会への補助金を例年同様に見込むものです。

　次の高齢者在宅サービスセンター事業費338万6,000円は、例年の事業費に加え、工事費で、白丸デイサービスセンター排水設備等下水道接続工事費を見込むものです。

　76ページをごらんください。次の老人福祉施設整備事業費2,000万円は、奥多摩町の社会福祉法人に対する助成金の交付に関する条例に基づき、新たにグリーンウッド奥多摩の大規模改修に伴い、町補助金を見込むものです。

　次の福祉モノレール等整備事業費330万円は、前年に比べ470万円の減で、昨年まで、次の人にやさしい道づくり事業費と同一の目としてあったものを、今回、別事業としたための減で、昨年同様でございます。

　次に、次の人にやさしい道づくり事業費700万円は、新たに事業目立てを行うとともに、地域自治会から多くのご要望をいただいていることから、事業費を従来の500万円から200万円増額し実施するものです。

　19介護保険事業費１億4,649万3,000円は、前年に比べ77万7,000円の増で、報酬から77ページの共済費までは、職員４名分の人件費、及び委員報酬を特別会計から一般会計に移し計上したもので、繰出金１億1,229万6,000円は、介護保険事業で介護給付費の伸びに対する町負担12.5％分と、地域支援事業費町負担分が増となる一方、人件費分の繰り出し減を始め、介護システム更新業務委託、及び介護計画コンサル業務委託の減等によるものでございます。詳細は介護保険特別会計の中でご説明をいたします。

　次の20介護予防ケアマネジメント事業費118万8,000円は、介護予防プラン作成収入を財源とし、主に地域包括支援センターで使用するソフト購入費を見込むものです。

　78ページをごらんください。次の介護保険サービス等在宅低所得者利用負担助成事業費500万1,000円は、町単独事業で、在宅低所得者が介護保険事業を利用する際の利用料に対する軽減対策として、平成18年度から実施しているもので、昨年と同様に見込むものです。

　次の低所得高齢者在宅生活支援事業費535万円も町独自の制度として、平成21年度より住民税非課税世帯に属する高齢者の介護保険料に対する経済的な負担の軽減を図ることで、在宅での生活の継続を支援していくことを目的に、居宅で生活されている方580人を対象として、介護保険の受給状況に応じ、高齢者在宅生活支援助成金として１万円から5,000円を支給する事業です。

　介護保険特別会計では保険料の軽減は認められておりませんことから、一般会計において、低所得者に対し実質的には介護保険料を最大で３割軽減するものでございます。

　次に、24後期高齢者医療事業費１億2,976万4,000円は、奥多摩町後期高齢者医療特別会計への一般会計からの繰出金を見込むもので、内容につきましては特別会計でご説明をいたします。

　79ページをお開きください。次の心身障害者福祉費１億5,775万4,000は、前年に比べ1,538万4,000円増額するもので、84ページまで20の事業がございますが、01心身障害者福祉費は、需要費21万円は印刷製本費で、奥多摩の福祉障害者版の印刷、役務から委託料、負担金・補助及び交付金、次の扶助費まで、それぞれ例年と同様に見込むものです。

　80ページをごらんください。次の重度障害者見学事業費71万9,000円から、次の難病患者等ホームヘルプサービス事業費、次の在宅心身障害者福祉手当給付事業費は、例年同様に見込み、次の町単独在宅心身障害者福祉手当給付事業費800万4,000円は、204万8,000円の減で、精神障がい者分を新たに次の事業目立てを行ったことによるものです。内容的には昨年と同様でございます。

　次の町単独精神障害者支援事業費は、従来は上記05事業に含まれていたものを新たに目立てするもので、前年度から開始した精神障がい者へ毎月5,000円の福祉手当を支給する事業で、例年同様に見込むものです。

　次の身体障害者酸素購入費助成事業から、81ページをお開きいただき、次の難病患者等日常生活用具給付事業費、及び次の重度身体障害者住宅設備改善等事業費は、それぞれ実績見込みでございますます。

　次の重度障害者タクシー乗車料金助成事業203万円は、全国共通のタクシー券、あるいは町内スタンドで利用できるガソリン券をお配りするもので、前年実績によるものです。

　次の障害者自立支援事業費１億439万2,000円は、前年に比べ1,734万7,000円を増額するもので、報酬から役務費までは実績により見込み、委託料では、新たに障害者福祉総合システム改修委託料147万円を見込むものです。

　82ページをごらんください。次の使用料及び賃借料は、障害者福祉総合システム使用料を始め前年同額を見込み、次の負担金・補助及び交付金は、障害者福祉施設改修工事補助金は、奥多摩町の社会福祉法人に対する助成金の交付に関する条例に基づきまして、多摩学園の通所施設整備に対する補助金1,000万円を見込むものです。

　次の扶助費8,006万8,000円は、平成24年度から障害者自立支援法新法の完全移行に伴い、サービス内容が移行することによる増減で、説明欄の14種類のサービスのうち、主な増減では、共同生活介護給付は17万円の増、共同生活援助・共同生活介護利用者家賃助成36万円の減、就労継続支援Ｂ型は158万5,000円の増、生活介護は1,589万3,000円の増、施設入所支援は664万5,000円の増、その次、自立支援、療養介護、特定障害者特別給付は、いずれも皆増でございます。

　次の障害者自立支援医療事業費720万2,000円は、更生医療の増を見込むものです。

　83ページをお開きください。障害者地域生活支援事業費1,169万6,000円は、障がい者がその能力や適性に応じ、自立した日常生活や社会生活を営めるようにするための事業で、地域活動支援センター、カモンミール事業の委託料、また日常生活用具給付等の助成を、それぞれ実績見込みによるものです。

　次の重度身体障害者等緊急通報システム事業費及び次の身体障害者福祉電話運営費補助事業費は、例年どおり見込むものです。

　次の障害者就労サポート事業費７万4,000円は、99万円減額するもので、この事業は障がい者に対する就労活動の支援と就労後の相談等を行うもので、減額は相談員活動を職員が直営で行うこととしたのための減でございます。

　次の高次脳機能障害者支援促進事業費も、相談委託料を職員が直営で対応することにより減としたものです。

　次の自殺数対策事業費、84ページの在宅障害者自立生活サポート事業費、次の福祉会館費は、それぞれ例年同様に見込むものです。

　次に児童福祉費です。児童福祉総務費1,447万9,000円は、職員２名分の人件費等の所要額を見込むもので、85ページでは児童福祉費、次のひとり親家庭ホームヘルプサービス事業費、及び次のひとり親家庭医療費助成事業費は例年と同様に見込み、86ページの乳幼児医療費助成事業費555万6,000円は委託料で、新たに福祉総合システム保守委託料60万5,000円をを見込むものです。

　次の子ども医療費助成事業費742万1,000円は、主に扶助費で医療給付費を実績見込みするものです。

　次の少子化対策事業費3,182万7,000円は、前年度に比べ302万2,000円の増で、奥多摩町子ども子育て支援推進事業として、町独自で実施をしているものでございます。

　需要費の印刷製本費89万円は、この事業の普及啓発パンフレットの作成費用を見込むもので、87ページをお開きいただき、負担金・補助及び交付金3,086万円は、前年度に比べ294万6,000円の増は、平成23年度に実施した11の支援事業のうち、今年度さらに４事業をレベルアップをし、また新規に１事業を開始することに伴うものでございます。

レベルアップする事業は、中ほどの高校生等通学援助事業580万円は140万円の増で、新たに１子目のお子さまにも交通費の３カ月分を援助するもの、また公共交通不通時高校生通学支援事業では、従来のタクシー利用者の実績がマイカー利用によりほとんどないため、希望する世帯に3,000円分のガソリン券を支給することに変更するもの、学校給食費助成事業765万6,000円は、117万3,000円の増額で、小学生の３段階の給食費に対する助成額を、２分の１から、６年間を通じ2,000円と一定額に変更することによる増でございます。

　入園・入学・進学支援事業費は、対象を従来の小・中・高校生に加え、新たに、保育園等への入園児に対し１万円を支給するものです。

　また一番下の不妊に関する検査・治療助成事業55万円は、新たに始める事業で、近年、子どもを産みたいが妊娠できないというご夫婦が、全国統計によりますと、７組に１組あるということで大変大きな社会問題化されていることから、不妊検査あるいは不妊治療に係る費用の一部を支援をするもので、不妊検査の場合は年間５万円を限度に、不妊治療の場合は同15万円を限度に実費分を支援するものです。この他の７事業につきましては従来どおり実施するもので、実績見込みでございます。

　本事業につきましては、一部の保護者から手続の簡素化をというご意見がありますけれども、これら町独自の少子化対策事業は、「奥多摩町子ども子育て支援推進事業」に定めた保護者の責務、町の責務に沿って、経済的支援策の前提要件として、税の未申告の方、あるいは税・保育料等を滞納している方は、この助成事業の対象としないこととしております。そのため、すべての事業で申請が必要となり、資格等を審査した上で、免除とは異なり、利用料金等、一たんお支払いをいただいた後、改めて支援をする制度設計としているところでございます。

　次の乳幼児医療費町単独助成事業費と、こども医療費町単独助成事業費は、都補助対象から所得制限で漏れている方を対象に町単独で助成するもので、実績見込みでございます。

　88ページの子ども手当事務費は、制度変更に伴うシステム改修委託料を見込むものでございますます。

　次の児童措置費、保育所措置費１億6,503万円は、前年度に比べ741万6,000円の増で、委託料において氷川保育園を50人、古里保育園64人、管外４人分の各保育園への措置費で、児童数は横ばいながら年齢構成が下がることにより、措置費が増額を見込むものでございますます。

　次の児童手当費5,100万円は、前年度に比べ2,388万円の減で、子どものための手当制度変更に伴う減でございます。

　次の児童育成手当費909万6,000円は、18歳未満の児童をお持ちのひとり親、または父母のいずれかが重度障害者の場合に支給するもので、実績見込みです。

　89ページをお開きください。児童育成手当（障害手当）18万6,000円は、身体障害者手帳等をお持ちの20歳未満の児童を養育する保護者に支給するものです。

　次の児童健全育成事業費の放課後児童健全育成事業費689万8,000円は、主に委託料で、２カ所の学童保育会の運営委託料の実績見込みです。

　90ページをごらんください。次の子ども家庭支援センター事業費3,302万2,000円は、平成23年度に開所したきこりんの事業運営及び管理のための費用で、職員３名分の人件費の所要額、建物の維持管理費、事業委託費等の所要額を見込むものです。

　92ページをごらんください。ファミリー・サポート・センター事業費341万3,000円は、仕事と子育ての両立を支援するために、利用会員と協力会員が地域で助け合いながら子育てを行う事業で、それぞれ例年と同様に見込むものです。

　次の病後児預かり事業45万9,000円は、平成23年度から開始した病気回復期の児童を奥多摩病院で預かる事業で、新たに役務費で賠償責任保険料６万円を、その他委託料や使用料、負担金・補助及び交付金については昨年同様に見込むものです。

　次の育児支援家庭訪問事業費は、新規事業で、保健師が育児支援を要する家庭を訪問するもので、事業に要する消耗品を計上したものです。

○住民課長（浜野　武雄君）　国民年金費でございます。

　93ページをお開きください。国民年金総務費891万6,000円は、職員１名分の人件費でございます。

　次に、国民年金費５万7,000は、前年度同様でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、款04衛生費でございます。

　94ページをごらんください。保健衛生総務費3,530万8,000円は、前年度に比べ485万円の減で、給料から旅費までは事務職員２名、保健師２名、管理栄養士１名の人件費などの所要額です。

　95ページをお開きください。委託料169万2,000円は、難病医療相談員の委託料を見込むものです。

　次の休日急病診療事業費822万2,000円、次の休日歯科応急診療事業費19万1,000円は、いずれも例年同様に見込むものです。

　次の古里診療所事業費305万7,000円は、診療所運営のための費用で、主に医療機器のリース料でございます。

　次の保健センターは、管理費1,947万9,000円は施設管理に伴う諸経費を見込むもので、96ページの委託料で新たに健康管理システム改修委託料81万9,000円を見込むものです。

　次の古里歯科診療所の事業費は、例年どおりでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　犬の登録と予防接種事業費、これも１万6,000円は例年どおりでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に予防費4,960万7,000円は、前年に比べ315万6,000円を増額するもので、内容は97ページをお開きください。

　健康づくり推進事業費683万1,000円は、町民の健康の保持増進を図るための事業で、主なものは委託料で、平成23年度から開始した森林セラピー健康づくり事業を委託料480万円と、負担金・補助及び交付金で、保健推進員が各自治会で実施をする健康づくり事業に対する補助金150万円を前年並みに見込むものです。

　次のへき地専門医療確保事業費、これは年２回実施している、眼科・耳鼻科検診に要する所要額で前年同様に見込むものです。

　98ページをごらんください。感染症予防対策事業799万7,000円は委託料で、高齢者インフルエンザ予防接種を始め、各種インフルエンザ接種費用の所要額を実績により見込むものです。

　次の定期予防接種事業費703万9,000円は、定期予防接種事業としてポリオ等ワクチン接種に伴う所要額を見込むものです。

　次の結核予防対策事業費、次の予防接種健康被害調査委員会費、及び99ページをお開きいただき、西多摩医師会保健衛生協力事業費は、それぞれ例年並みに見込むものでございます。

　次の健康増進法保険事業費1,135万1,000円は、40歳以上からの病気の予防、早期発見など、総合的な健康管理を通して住民の健康の保持増進を図るための事業で、主に委託料で胃がん検診を始め各種がん検診等、委託料は例年の実績により見込むもので、新たに健康増進計画の計画期間満了に伴い、計画策定のための委託料を見込んでおります。

　次の女性特有のがん検診推進事業費157万6,000円は、節目の年齢に達した女性に対し、子宮頸がん及び乳がんに関する検診無料クーポンを送付し、検診を推進する事業で、例年の実績見込みでございます。

　100ページをごらんください。次の骨粗しょう症予防対策事業費80万円も、例年の実績により見込むものです。

　次の遠隔予防医療相談事業費840万7,000円は、慶応大学との共同で実施するテレビ電話を活用した相談事業で、現在、生活館等13カ所で、延べ150人が参加し実施している事業で、事業に要する費用をそれぞれ例年同様に見込むものです。

　次の食育推進事業費177万円は、料理講習会等事業に要する費用と、食育推進計画の計画期間満了により、新たな計画策定のための委託料150万円を見込むものです。

　次の母子保健事業費632万5,000円は、101ページをお開きいただき、１歳６か月児健康診査事業費を始め、104ページまで17の事業がございますが、104ページをごらんをいただき、15乳児家庭全戸訪問事業まで、例年実施している母子保健事業で、それぞれ実績見込みでございます。

　この104ページ、次のフッ化物洗口推進事業費46万2,000円は、虫歯予防のためフッ素でうがいを実施するもので、前年まで保育園２園に加えまして、今年度新たに小中学校４校での事業拡大に伴い、事業費を増額するものです。

　次の母子保健計画策定事業費151万円は、平成24年度に計画期間満了を迎えることに伴い、新たに平成25年度から計画策定のための委託料を見込むものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　環境衛生費は総額で2,216万2,000円を計上し、前年度比３万1,000円を増額するものです。主なものは、下水道の接続件数の増加に伴い水質改善が図られたことから、雑排水処理施設撤去工事を施工することから、増額となっております。

　105ページをお開きください。環境衛生総務費1,352万円、対前年度162万2,000円を減額するものです。これは職員の人件費と工事請負費等の減額で、事業内容は前年度と同様でございます。

　106ページをごらんください。公害対策事業費は41万6,000円で、前年度並みの計上でございます。

　生活排水対策事業費は822万6,000円、対前年度165万1,000円を増額するものです。主な増額の理由は、昨年度に引き続き古里地区の雑排水浄化施設撤去工事を実施することによるものです。下水道への接続の進展に伴うもので、需要費、役務費、委託料は、施設撤去により137万円減額とするものです。

　107ページをお開きください。清掃総務費は3,334万2,000円、76万9,000円減はクリーンセンター職員の手当等の減額によるものでございます。

　ごみ処理事業費３億540万4,000円、対前年度１億8,578万9,000円の増となっております。主な内容ですが、需要費2,222万9,000円、対前年度261万1,000円の増。これは燃料費、印刷製本費、光熱水費の増額によるものです。役務費127万6,000円、対前年度27万1,000円の増は、ごみ収集車購入諸費用等でございます。

　109ページをお開きください。13委託料7,372万8,000円、対前年度13万6,000円の増となっておりますが、事業内容は前年度同様です。18備品購入費1,868万5,000円は、ごみ収集車であるパッカー車２台の購入のため、計上をしたものでございます。

　次のページをごらんください。19負担金・補助及び交付金１億8,707万7,000円は、西秋川衛生組合負担金と、同組合過年度負担金の施設建設分が主なものでございます。また、廃品回収活動奨励金を対前年度34万5,000円増額しております。

　し尿処理事業費は7,680万9,000円、対前年度250万7,000円増額となります。主なものとしては、13委託料、し尿処理委託料3,009万4,000円が84万7,000円減額です。これはくみ取り量の減少によるものです。19負担金・補助及び交付金、秋川衛生組合分賦金の4,202万3,000円は、対前年度356万9,000円の増額となっております。これは組織市町村の下水道の普及により、奥多摩町の処理投入量の割合が高まったためです。その他は前年度と同様でございます。

　以上で、清掃費の説明を終わります。

○企画財政課長（加藤　一美君）　111ページをごらんください。

　病院事業費１億500万円は、病院会計への補助金と出資金でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　農林水産業費でございます。

　農業委員会費でございますが、前年度比115万3,000円の増額につきましては、人件費分によるものでございます。

　113ページをお願いします。国有農地管理費でございますが、前年度比7,000円の増額は、内示によるものでございます。

　次の農作物有害鳥獣対策事業費でございますが、前年度比5,000円の減額は、東京都からの事務費分の内容調整に伴い新たに賃金を計上するものの、事業内調整によるものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の簡易給水施設管理費、対前年比1,800万4,000円の減につきましては、峰簡易水道改良事業が完成したため、通常の維持管理となります。ということで通常の計上をさせていただいております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　115ページをお願いします。農業振興総務費でございますが、前年度比52万7,000円の減額につきましては、事業内容の見直しにより賃金の削減によるものでございます。

　次の畜産事業費につきましては、前年度と同額を計上するもので、次の山村地域農林業振興事業費は廃目でございます。

　次の町農林業等振興事業費の5,000円の減額につきましては、賃金単価の変更によるものでございます。

　117ページをお願いします。山村振興事業費でございますが、前年度比2,868万9,000円の増額につきましては、主に体験農園の滞在型農園を３棟増設することに伴う委託料と工事請負費の増によるものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の農地費の農道維持管理費につきましては、維持管理に、通常50万円の増額で計上しております。

　119ページをお開きください。林業総務費の林業総務費2,963万2,000円の計上につきましては、給与費の計上で、昨年同様の計上を予定しております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次のページの都民の森管理運営事業特別会計繰出事業でございますが、前年度と同額を計上するものでございます。

　次の林業振興総務費でございますが、前年度比140万円を減額するもので、委託料で森林整備計画策定委託料と、原材料費で、また、林業従事者退職金積立事業補助金を、それぞれ実績で減額するものでございます。

　次の林業構造改善事業費でございますが、前年度と同額を計上するものでございます。

　121ページをお願いします。森林保全・活用総務費でございますが、前年度比５万4,000の減額は、賃金を実績から減額にし、委託料は内容の変更により増額するものの、合計で減となったものでございます。

　次のページの多摩の森林再生事業費でございますが、前年度比631万4,000円とするもので、事務費部分の見直しによる増減はありますが、主に委託料が大幅に増加したもので、総額では内示額によるものでございます。

　次の松くい虫駆除対策事業費の18万2,000円の増額は、注入薬剤料の増加によるものでございます。

　次のシカ被害対策事業費の147万8,000円の減額は、対象面積の減少によるものでございます。

　123ページをお願いします。花粉症発生源対策事業費でございますが、内示額により6,000円を減額するものでございます。

　次の森林セラピー事業費でございますが、森林セラピー事業を中心に行っております奥多摩地域振興財団への補助金を精査し、382万4,000円の減額としたものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の林道治山費の林道維持管理費397万6,000円の計上は、昨年同様の予定をしております。

　125ページをお願いいたします。次の都補助林道開設事業費、対前年比260万6,000円の増につきましては、委託料の増と立木補償費の増を見込むもので、西川線林道につきましては、刑事事件が解決しない場合につきましては、ほかの路線に変更する場合がございます。

　次の都補助林道改良（舗装）事業費、対前年比1,299万9,000円の減につきましては、委託料の減と工事請負費の減を見込むものでございます。

　次の治山事業費につきまして、50万円の計上及び都営事業負担金100万円の計上につきましては、昨年同様の予定をしております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の水産業総務費でございますが、人件費分は減額するものの、127ページの工事請負費の栃寄養魚池沈砂池補修工事費と備品購入費により、総額では増額となるものでございます。

　次に商工費でございます。消費者行政事業費でございますが、前年度と同額の計上でございます。

　次の商工振興費でございますが、46万9,000円の増額は、納涼花火大会と中元大売出しの補助金の増によるものでございます。

　次の小口事業資金融資事業費と、その次の若者住宅資金利子補給等事業費でございますが、前年度と同額の計上でございます。

　129ページをお願いします。観光総務費でございますが、14万8,000円の減額につきましては、需要費の印刷製本費が、外国語版、これは３種類、英語、中国語、韓国語の３種類を新しいパンフレットにするため増額となるものの、人件費分の減額により総額では減となるものです。

　次の大多摩観光事業費は前年度と同額を計上するもので、その次の町ふれあい広場事業費の580万円の減額につきましては、ふれあい広場分担金の減によるものでございます。

　131ページをお願いします。山のふるさと村管理運営事業特別会計繰出事業費につきましては、前年度と同額を計上するもので、次の観光施設等整備基金費につきましては、指定管理者施設となっております観光施設使用料の免除割合の変更によるため、113万8,000円が増額となっております。

　次の出生記念樹木配布事業費の２万5,000円の減額につきましては、対象者数の減により、次の花の里づくり事業の208万9,000円の減額につきましては、事前に行なっております補助希望調査により、地区数が減少したことにより、次の日照確保対策事業費の45万円の減額につきましては、立木本数の見込みを減としたことによるものでございます。

　次のページの観光施設維持管理費の59万4,000円の増額ですが、需用費で光熱水費と修繕費のみ見込み額により、また、134ページの備品購入費で購入予定備品金額により減額となるものの、委託料で、133ページの上から２行目の公衆トイレ特別清掃委託料、これは公衆トイレを一度専門の清掃業者に清掃をしてもらい、通常の委託契約者に引き渡し、トイレをきれいに維持しようとするものです。これにより、また負担金・補助及び交付金では、もえぎの湯に設置したチップボイラー用のチップ購入費、これは奥多摩総合開発が、直接、東京都農林水産財団から購入しますが、灯油価格と比べチップ購入費が高くなったときの調整費として設けていますが、それぞれが増額となるためでございます。

　134ページの観光施設整備事業費でございますが、7,642万1,000円の減額でございます。これは、鳩の巣荘建て替えに伴う委託料や工事請負費が増額となったものの、もえぎの湯に設置しました木質バイオマスボイラーの工事費の関係で、総額では減となっております。

　以上で、商工費の説明を終わらせていただきます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、135ページの土木費に入ります。土木総務費、対前年比1,122万3,000円の減につきましては、大沢地内の急傾斜地崩壊地防止工事が完了したため、次の137ページの上段の負担金の減が主なもので、そのほかにつきましては昨年同様の計上でございます。

　137ページの上段、奥多摩周遊道路管理費1,846万2,000円につきましては昨年同様の計上で、次の登記事務費、対前年比50万円の増につきましては、説明欄にございます地籍調査完了地区内の未登記処理業務委託を新規に見込んでおります。

　次の法定外公共物等譲与事業費から、次のページの上段の国土法土地取引事務費までは、昨年同様の計上でございます。

　次の地籍調査事業費、対前年比829万4,000円の減につきましては、委託料の面積の減で、新年度につきましては丹三郎地区を予定しております。

　次の土木費の道路維持費につきまして、対前年比3,197万6,000円の増につきましては、次のページの15の工事請負費の増を見込んだもので、今まで町単独での維持工事の事業が大きな工事ができなかったということで、昨年より対応できることとなったため、増が主なものでございます。

　次の道路新設改良費の都補助道路新設改良事業費、対前年比690万6,000円の減につきましては、委託料での減額が主なもので、その他につきましては昨年同様の計上で、次のページの140ページの工事請負費の一番下段にございます小河内峰谷線道路改良事業費、次の大丹波秩父線道路舗装工事、次の下り峰線道路舗装工事につきましては、新たに３路線の改良と舗装工事を予定しております。

　次の公有財産購入費の一番下段の小河内峰谷線の用地買収費、及び補償・補填及び賠償金の一番下の小河内峰谷線につきましては、関連での予算計上しております。

　次の町単独道路新設改良事業費につきましては、廃目でございます。

　次の橋梁維持費150万円につきましては、次の141ページの上段にございます対前年比100万円の増につきましては、説明欄にございます橋梁維持補修工事の増を見込んだものでございます。

　次の町単独橋梁新設改良事業費2,000万円の計上につきましては、今年度より橋梁の長寿命化計画にのっとりまして、町内15メートル以上の橋の５橋につきまして、耐震補強の補修設計を行い、平成25年度より改修工事に入りたいと考えております。計画としましては、10年程度の継続を見込んで対応していきたいというふうに考えております。

　また、主要の橋としましては、バス路線、それから迂回路のない地区への橋梁が該当しているということでございます。

　次の河川総務費及び河川改良費につきましては、昨年同様の計上でございます。

　次の142ページの住宅管理費、対前年比383万1,000円の増につきましては、次のページの143ページの14の使用料及び賃借料で、栃久保町営住宅住宅地の借地料の更新につきまして、権利金の約30年分、766万1,000円を見込んでおります。その他につきましては昨年同様の計上でございます。

　なお、更新の面積につきましては691坪、16世帯を予定しております。

　次の住宅建設事業費、対前年比494万2,000円の減につきましては、川井地内の宅地分譲地の整備工事を見込んでおり、１区画、約45から55坪程度の宅地を８区画造成し、完成後は販売手続きを取りたいというふうに考えております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次のページの公共下水道費、下水道事業特別会計繰出事業費３億2,727万7,000円は、下水道会計への繰出金でございます。

○委員長（師岡　伸公君）　お諮りいたします。会議の途中ではありますが。ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（師岡　伸公君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時５分から再開といたします。

午後１時51分　休憩

午後２時04分　再開
○委員長（師岡　伸公君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　議案第19号、144ページの歳出、款の09消防費から説明願います。総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　144ページ、款09消防費になります。

　まず、常備消防費は１億3,876万1,000円の計上で、消防署、東京都への常備消防事務委託費が主で、前年度実績での計上となります。

　続きまして、非常備消防費は5,011万3,000円の計上で、消防団事務局の人件費、消防団に係る経費の計上となります。

　次ページをお願いします。まず、非常備消防総務費は941万9,000円の計上で、職員人件費と、19負担金・補助及び交付金では、各種団体への補助金等経常経費の計上です。

　続きまして消防団費は4,069万4,000円の計上で、消防団運営費の経常経費です。条例定数、現在350名ですが、団員数は309名、機能別団員数を26名、計335名を見込んでおります。

　また、消防車両は17台、ポンプ車６台、積載車10台、指揮車１台を保有しており、本年度の車検につきましては、ポンプ車１台、積載車３台の予定をしております。

　次ページをごらんください。147ページ、消防施設費の消防施設維持管理費は1,200万1,000円で、施設の維持管理等経常経費の計上となります。役務費の防災行政無線戸別受信機外部アンテナ設置手数料は新規計上で、電波の不安定な地域の解消を図るものです。

　また、使用料及び賃借料では、Ｊ－ＡＬＥＲＴ受信機使用料、消火栓水使用料を新たに計上するものですが、消火栓水使用料につきましては、都営水道に移行したために新たに計上するものでございます。

　工事請負費では、下水道の普及に伴う消防団詰所、今年度は白丸排水設備等の接続工事を予定するものです。

　また、備品購入費は防災行政無線戸別受信機100台分の計上となります。

　148ページ、町単独消防施設整備事業費は934万円の計上で、更新計画に基づき、小型動力ポンプ付積載車、３分団の海沢、小型動力ポンプ、２分団棚沢の更新を予定するものです。

　また、更新基準ではポンプ車を15年、積算車16年、小型ポンプを18年と定めて計画をしてございます。

　続きまして、防災費は3,143万5,000円の計上で、大災害時の住民の避難拠点となり得る学校施設等への備蓄事業として、本年度は、需要費の消耗品費で簡易トイレを225個、簡易寝袋3,000枚、食糧費でアルファ米を8,000食分を計上、次ページをお願いします。備品購入費で外出救助用資機材を11セット、防災倉庫を６カ所、発電機を６台、移動かまどを６台、避難所緊急マットを120本を計上いたします。さらに安全安心プロジェクトの中で、必要備品については精査をし、備蓄に努めてまいります。

　以上で防災費の説明を終わります。

○教育課長（井上　永一君）　次に、款の10教育費となります。

　まず、項の１教育総務費です。教育委員会費でございますが、前年度比５万3,000円の減額となりますが、前年度と同様の内容で見込んでおります。

　次に、事務局費でございますが、全体では前年度比274万7,000円の減額となります。内訳でございますが、事務局費の275万3,000円の減額につきましては、人件費の減額が主なものでございます。

　151ページをごらんください。教育文化振興基金費ですが、6,000円の増額は基金利子積立金の増額によるものでございます。

　次に、教育指導費でございますが336万6,000円の増額となります。

内訳でございますが、教育指導費の348万4,000円の増額は、賃金のうち、次のページにございます学校図書館指導員賃金が、学校図書館の運営に要する職員を配置するため新たに計上し、次の153ページの負担金・補助及び交付金で、平成23年度から実施しております言語能力向上推進事業補助金を、平成24年度は当初予算に計上したことから増額となりました。

　この事業は新学習指導要領の実施に伴い、各学校において国語科を始めとするすべての教科等で記録、説明、論述などの言語活動を行い、言語能力を育むことが求められています。こうした言語能力に対するニーズの高まりを受け、東京都教育委員会で開始した事業でございます。公立小中学校50校を言語能力推進校として３年間指定し、活字に親しむ学校づくりを通して言語能力の向上を図ることとなり、古里小学校、氷川中学校が３年間、教職員の研究研修活動も含めて学校全体で言語能力の向上を図るもので、研究事業への講師謝礼、研究図書の購入費、研究報告書印刷代などに活用するための事業補助金となります。そのほかの項目は、平成23年度と同様の計上でございます。

　次の教員研修事業費の４万円の減額、次の私立幼稚園等保護者負担軽減事業費の７万8,000円の減額につきましては、それぞれ実績により、次の教員住宅費の教員住宅管理費につきましては、前年度と同様の計上でございます。

　次に、項の２小学校費となります。

　まず学校管理費でございますが、前年度比93万2,000円の減額となります。

　内訳でございますが、154ページの小学校管理費108万2,000円の減額につきましては、委託料のうち155ページの委託料の項目、最下段にございます校務用・教育用のパソコン等機器補修委託料が146万円の減額、その他備品購入費を管理用備品の購入で４万2,000円を新たに計上させていただいたことが主な内容でございます。

　次の古里小学校管理費の６万2,000円の増額、その次の氷川小学校管理費の８万8,000円の増額につきましては、それぞれ需要費のうち燃料費が単価改正により、使用料及び賃借料で平成23年度では補正予算で対応いたしましたＡＥＤ使用料を新たに計上したことが主な内容でございます。

　157ページをごらんください。教育振興費でございますが、248万1,000円の減額となります。

　内訳でございますが、小学校教育振興費55万6,000円の増額につきましては、需要費で小学校３年生の社会科の補助教材として使用する社会科副読本の印刷製本費47万3,000円が皆減、158ページの負担金・補助及び交付金のうち古里小・氷川小の宿泊体験学習補助金120万8,000円を、従来は学校配当予算に計上しておりましたが、組み替えてこちらに計上したことにより増額となっております。

　次の準要保護等児童就学援助事業費、その次の準要保護児童給食費補助事業費につきましては、見込額として前年度と同様に計上させていただいております。

　次に、古里小学校教育振興事業費でございますが、149万7,000円の減額となります。

　内容は、備品購入費が一般教材用備品の購入費の減額により104万3,000円の減額、次の159ページの負担金・補助及び交付金のうち宿泊体験学習補助金を、小学校教育振興費に組み替えたことによる減額が主なものでございます。

　次に、氷川小学校教育振興事業費でございます。前年度比160万1,000円の減額につきましては、古里小学校と同様、備品購入費で102万1,000円の減額、負担金・補助及び交付金で、宿泊体験学習補助金を小学校教育振興費に組み替えたことによる減額が主な内容でございます。

　次の小学校建設事業費でございますが、前年度比725万円の増額となります。今年度は委託料として小学校教室等木質化工事監理業務委託料、平成25年度に工事を施工する部分の木質化実施設計委託料、氷川小学校校舎外壁等改修工事監理委託料を、次の160ページの工事請負費では小学校教室等木質化整備工事、古里小校庭芝生化整備工事、氷川小校校舎外壁等改修工事を計上させていただきました。この中で教室の木質化工事につきましては、子どもたちが木のぬくもりを感じながら意欲的に学習に取り組む環境を提供し、学力の向上と多摩産材の活用による環境教育への関心を深めるため、平成23年度から年次計画に基づき施工しておりますが、小学校両校につきましては、昇降口、廊下、階段を中心として平成23年度に施工し、平成24年度以降、順次普通教室、図書室等を施行していく予定です。

　古里小学校の芝生化整備工事につきましては、東京都が進めているヒートアイランド対策、緑化対策、環境学習効果とともに、子どもの体力低下が叫ばれる中、体力向上と健康で快適な教育環境を図るため、古里小学校の校庭に約1,000平方メートルの芝生化を図るものでございます。

　次に、項の３中学校費となります。

　まず、学校管理費でございますが、243万5,000円の減額となります。

　内訳でございますが、中学校管理費の204万5,000円の減額につきましては、委託料のうち、次の161ページの委託料の項目の最下段、校務用・教育用のパソコン等機器保守委託料が契約内容の変更により減額、その他原材料費の６万円、備品購入費を管理用備品の購入により15万円を新たに計上させていただいたことが主なものでございます。

　162ページをごらんください。古里中学校管理費でございますが、前年度比22万2,000円の減額につきましては、賃金が隔年で実施しております松の木の剪定により学校営繕賃金として皆増、使用料及び賃借料で、平成23年度で補正予算対応いたしましたＡＥＤ使用料を新たに計上し、備品購入費が前年度と比較して減額となっていることが主な内容でございます。

　次に、氷川中学校管理費でございますが、16万8,000円の減額は、次の163ページの使用料及び賃借料でＡＥＤ使用料を新たに計上し、備品購入費が前年度と比較して減額となっていることが主な内容でございます。

　次に、教育振興費でございますが、前年度比55万4,000円の増額となります。

内訳でございますが、164ページをごらんください。中学校教育振興費19万1,000円の増額につきましては、負担金・補助及び交付金の最下段のプロジェクトアドベンチャー体験補助について、平成23年度までは氷川中のみで実施していたため、氷川中学校教育振興費に計上しておりましたが、平成24年度からは古里・氷川合同で実施することとなったため、教育振興費に新たに計上したことによるものです。

　このプロジェクトアドベンチャーとは、良好な人間関係をつくるための取り組みであり、グループで活動、冒険などの体験学習を行い、そこで起きたこと、やったことを通して自分の欠点や他者との関係について気づきを起こし、自己を主張する勇気と相手の意見を聞く思いやりのバランスを学び、日常の活動に生かしていくという取り組みでございます。

　次の準要保護等生徒就学援助事業費、次の165ページの準要保護生徒給食費補助事業費につきましては、見込額として前年度と同様に計上をさせていただいております。減額となっているのは、対象となる生徒が減となる見込みによるものでございます。

　次に、古里中学校教育振興事業費の前年度比54万2,000円の増額は、需要費は消耗品費及び修繕費が見込額により14万6,000円の減、備品購入費で一般教材用備品購入として90万5,000円の増額によるものが主なものでございます。

　次に、氷川中学校教育振興事業費でございますが、前年度比４万5,000円の増額につきましては、需要費のうち修繕費が学校管理備品の修繕の減により、備品購入費で一般教材用備品購入費として126万5,000円の増額、166ページの負担金・補助及び交付金が見込額により50万円の減額となるものが主なものでございます。

　次の要保護等生徒就学援助事業費につきましては、前年度と同様に修学旅行費の扶助を計上させていただいております。

　次の中学校建設事業費でございますが、前年度比1,577万5,000円の減額となっております。平成24年度では、委託料として平成24年度から新たに工事を施工いたします中学校教室等木質化工事の監理業務委託料と、平成25年度に工事を施工する部分の中学校教室等木質化実施設計業務委託料を、工事請負費では中学校教室等木質化整備工事、中学校教室等エアコン設置工事を計上させていただきました。教室の木質化工事につきましては、平成24年度から中学校でも事業を実施しいたしますが、平成24年度については、それぞれ昇降口、廊下、階段を中心として、平成25年度以降、順次普通教室等を施工していく予定でございます。

　次に、項の４給食費となります。

　給食管理費でございますが、前年度比877万6,000円の減額となります。168ページをごらんください。委託料と次の169ページの備品購入費の減額が主なものでございます。委託料につきましては247万8,000円の減額となりますが、給食業務委託料、これは年間を通して給食業務の委託をしているものでございますが、その見積もり人数が１人減となったこと。また、備品購入費は639万9,000円の減額となりますが、平成23年度では給食車１台を購入しておりますが、平成24年度ではその部分が減となっていることが主な理由で、そのほかにつきましては実績により計上をさせていただいております。

　169ページをごらんください。項の５社会教育教育費となります。

　社会教育総務費でございますが、前年度比184万7,000円の増額となります。

内訳でございますが、社会教育総務費の234万3,000円の減額につきましては、人件費によるものが主なものでございます。また、平成24年度は教育文化活動奨励者の表彰の年となることから、報酬で推薦委員報酬を計上させていただき、その他は171ページの負担金・補助及び交付金まで、実績により計上をさせていただいております。

　171ページをごらんください。教育文化振興事業費でございますが、前年度比247万9,000円の増額となります。

　内訳でございますが、委託料で90万円の増額となっておりますが、国際交流音楽祭委託料として、平成23年と同様にウイーンとの交流音楽祭を予定しております。平成23年度では、ウイーンから演奏家をお招きし、山のふるさと村で実施する音楽祭の事前公演として都内での演奏会、羽村市ゆとろぎでの前夜祭としてコンサートをいたしましたが、平成24年度では、ウイーン市から音楽祭へ招待を受けたことから、町内の中学生、高校生を募集し、山ふる音楽隊として編成し、山のふるさと村で予定されておりますコンサート出演するとともに、ウイーン市との交流を目的として、ウイーン市での合唱祭へ出演するため派遣したいと考えております。その指導等を含めて、事業を実施するための委託料として600万円を計上させていただいております。

　また、172ページの負担金・補助及び交付金では、隔年で実施しております中国淳安県への友好交流訪問団派遣事業費の増額が主なもので、中学校の海外派遣事業につきましても引き続き実施をしてまいります。

　次の03文化会館管理費でございますが、前年度比171万1,000円の増額でございます。需要費で文化会館施設の修繕費の減により146万4,000円減額となりますが、工事請負費で文化会館水道設備の改修工事として、新たに276万円を計上させていただいております。そのほか備品購入費が、文化会館用備品の購入により40万円の増額となっております。

　173ページをごらんください。青少年対策費でございますが、269万3,000円の増額となります。

　内容につきましては、174ページにございます工事請負費で、登計原総合運動場の遊具が設置してあります児童園地の整備を行うとともに、併せて、設置してあります木製の遊具が老朽化したことにより整備をする必要が生じ、改修をしたいため計上をさせていただきました。

　また、予算には計上してございませんが、例年８月に小学校６年生を中心として20名の予定で神津島へ派遣しておりますが、平成24年度につきましても、平成23年度と同様に多摩島嶼広域連携活動助成金を受けて実施したいと考えております。この助成金は複数の市町村が共同で実施する必要があり、町では同様に神津島へ児童を派遣している檜原村と共同で実施することとし、神津島村を含め３町村で実行委員会を組織し実施をいたします。会計につきましては実行委員会で処理するため、一般会計での予算計上は行いませんが、町からの派遣人数等につきましては、今までと同様の規模で実施を予定しております。

　次に、文化財保護費でございますが、６万1,000円の減額となります。

　内容につきましては、文化財保護事業費で、175ページにございます負担金・補助及び交付金が６万8,000円の減額となっております。平成24年度での指定文化財等整備事業補助は、町指定の海沢加庭神楽太鼓の修繕、奥氷川神社幟旗等の整備、獅子舞祭具等整備２団体を予定しております。そのほかは実績により計上をさせていただいております。

　次の水と緑のふれあい館事業費につきましては、74万6,000円の増額となります。

　内容につきましては、水と緑のふれあい館運営事業費ですが、176ページの需要費のうち、印刷製本費でＰＲ用リーフレットの印刷等78万8,000円を新たに計上し、委託料が実績により計上した結果25万2,000円の増額、177ページにございます備品購入費が、管理用備品の購入により31万5,000円の増額となっております。

　177ページ、最下段の図書館費につきましては、１万2,000円の増額となります。図書館費の内訳は、次の178ページまで前年度と同様に計上をさせていただいております。

　次の美術館費につきましては、21万3,000円の減額となります。

　内容につきましては、需要費で印刷製本費が入場券の印刷を行うことで39万1,000円の増額、179ページにございます委託料で、管理業務委託料を受け付けの複数配置日数の見直しにより16万9,000円、電気設備等保守点検委託業務の見直しにより28万3,000円をそれぞれ減額することが主な理由でございます。

　なお、委託料の最下段にございますアートクラフトフェスティバル事業につきましては、平成23年度に引き続き、学校の授業の一環として芸術に触れさせ、子どもたちの情操教育を育むため体験をさせることも含み、実施をすることといたしております。なお、この体験により制作いたしました作品は、平成23年度と同様、９月に、せせらぎの里美術館で奥多摩の作家と児童生徒のワークショップ店として展示する予定でございます。

　次に、森林館費でございますが、前年度比３万円の増額となっておりますが、180ページの需要費では、映像設備、管理設備の修繕費の増により11万円を増額し、使用料及び賃借料で、パソコン機器使用料の減により４万9,000円を、備品購入費で10万円の減額をすることが主な内容でございます。

　181ページをごらんください。項の６保健体育費となります。

　保健体育総務費でございますが、前年度比6,442万円の増額となります。

　内容につきましては、保健体育総務費が256万7,000円の減額となっておりますが、町民体育祭と歩く大会を隔年で実施をしており、平成24年度は歩く大会の開催をする年でございます。委託料のうち、体育祭運営委託料、182ページの負担金・補助及び交付金のうち体育祭実施による自治会に対する運営補助金が皆減となるものでございます。

　次の国民体育大会事業費でございますが、6,698万7,000円の増額となります。国民体育大会は、平成25年に多摩地区を中心として、正式競技は37競技、公開競技として３競技の40競技が実施されることとなっております。町では、歳入でも申し上げましたが、八王子市、あきる野市、檜原村とともに４市町村で自転車のロードレース競技を実施することとなっております。八王子市役所前をスタートし、奥多摩湖の水と緑のふれあい館前がゴールとなります。平成23年度でロードレースコースの設計委託をし、現在、実施に向け各関係機関と調整をしている段階でございます。

　なお、本大会につきましては平成25年９月29日に、本大会の検証を兼ねて実施されるリハーサル大会につきましては、平成24年９月９日に開催されることが決定しており、町でも多くの方にご協力をいただき、大会を成功させたいと考えております。

　平成24年度の予算でございますが、旅費として、平成24年度に本大会を実施する岐阜県美濃市への視察旅費として13万円を、需用費として、国体関係の町の実行委員会等の会議に要する費用として32万1,000円を、負担金・補助及び交付金として、国民体育大会実行委員会へ補助金として7,000万円を計上させていただきました。

　この実行委員会補助金の内容でございますが、国体を実施するための組織として、町長を中心とした実行委員会を組織し、実行委員会で国体を運営することとなっております。この実行委員会を平成22年12月に立ち上げ、開会に向けた詳細な事項を、現在、委員会でご協議をいただきながら、準備を進めているところでございます。

　この7,000万円の予算ですが、リハーサル大会を運営する費用として、非常に起伏に富みカーブも多いということから、コース上の安全対策が警察等から求められており、その備品の設置費用、競技を安全に実施するためのコース上への交通警備員の配置に要する費用、競技運営にご協力をいただく自衛隊を始めとする補助員の費用、競技役員・競技補助員の服飾・帽子等、一般の方との識別用の整備費用、そのほか競技を開催するための交通規制の告知看板、チラシ等の備品、消耗品、一般観覧者のための競技会場までのシャトルバスの借り上げ費用等、大会運営に必要な費用を、スタートからゴールまで全体経費として計上させていただいております。

　次に、体育施設費でございますが、6,212万2,000円の増額となります。

　内訳でございますが、学校開放事業費につきましては、学校の運動場、体育館、プールの解放に係る費用につきまして、前年度と同内容の予算計上でございます。

　183ページをごらんください。社会体育施設維持管理費につきましても、スポーツ・コミニュティ会館等の維持管理費につきまして、前年度と同内容の予算計上でございます。

　184ページをごらんください。総合運動場維持管理費でございますが、前年度比6,212万2,000円の増額でございます。登計原総合運動場は平成５年４月にオープン以来、町内外の多くの方々に利用されておりますが、完成以後、約20年が経過し、グラウンドも荒れてきたことから、改修整備をしたく、計画をさせていただきました。

　また、このグラウンドは、表面が乾燥し、風が吹くと砂ぼこりを起こし、近隣の住民の方へもご迷惑おかけしているというようなことから、改修するにあたり、現在の土壌を改良するとともに、芝生化を実施したく、工事費として6,000万円、備品購入費として芝の手入れ用に用いる乗用芝刈り機等185万円の予算を計上させていただきました。ご存じのように、登計原総合運動場は冬期は寒冷となることから、芝につきましては適合する品種を選定したいと考えております。

　なお、財源につきましては歳入でもご説明いたしましたが、スポーツ振興くじＴｏＴｏの助成金の助成を申請中でございます。事業費のおおむね80％の助成を受けることとなっておりますが、決定が４月に出ることとなっております。施工中は総合運動場のご利用を予定している皆様にはご迷惑をおかけすることとなりますが、ご理解をいただきたいと思っております。

　以上で、教育費の予算についての説明を終わります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、款11災害復旧費でございます。

　農業用施設災害復旧費から185ページの河川災害復旧費までは、科目の措置でございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の公債費のうち長期債元金償還費３億1,131万6,000円、次のページの長期債利子償還費3,707万9,000円、次の一時借入金利子50万円は、それぞれ見込額を計上しております。

　次の土地開発基金費69万7,000円は、基金に積み立てるものでございます。

　次の予備費889万7,000円は、予算調整によるものでございます。

　最後の195ページをごらんください。町債の見込みに関する調書でございます。

　区分の右側、前々年度末現在高は合計35億747万6,000円、その隣の前年度末現在高見込額は合計28億4,510万4,000円、当該年度中増減見込額の当該年度中起債見込額は合計１億8,000万円、当該年度中元金償還見込額は合計３億1,131万6,000円、当該年度末現在高見込額は合計27億1,378万8,000円でございます。

　以上で、平成24年度一般会計予算の説明を終わります。

○委員長（師岡　伸公君）　以上で、議案第19号の説明は終わりました。

　お諮りします。本日の会議はこれまでとし、明後日、あさって３月15日に引き続き会議を再開したいと思いますが、これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（師岡　伸公君）　ご異議なしと認めます。よって、あさって３月15日午前10時より予算特別委員会を再開いたします。

　本日はこれにて散会といたします。長時間ご苦労さまでした。

午後２時40分　散会

奥多摩町議会委員会条例第26条の規定によりここに署名する。

　予算特別委員会委員長
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